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都市集積の評価と建物コンバージョン事業による地域再生の可能性 
 

【要  旨】 

 

１．都市内におけるオフィス、商業施設、人口の集積（都市集積）は外部経済性を有する。

しかしながら、主に人口 50 万人クラス以下の地方都市の中心部では依然としてビルの空

室率は高水準で推移しており、こうした都市集積を生み出さない不稼働建物ストックが都

市全体の魅力を引き下げている。本稿では、都市集積の経済的価値を評価することで都市

政策に対するインプリケーションを導くとともに、地域再生を図る一手法として建物コン

バージョン（用途変換）に着目し、その可能性や課題について探る。 

 

２．メッシュ統計を用いて都市中心部からの距離別の従業者数、販売金額、人口をみると、

地方圏では、モータリゼーションの進展や小売業の業態革新により中心部から郊外へ従業

者、消費、人口がシフトしており、とくに人口 50 万人クラス以下の地方都市でこうした

傾向が顕著である。こうした中心市街地空洞化の問題は、交通弱者への負の影響など定性

的な側面から問題提起はなされるが、定量的な分析は少ない。 

 

３．本稿では、従業者、商業施設、人口の郊外化によって都市の価値がどのように変化する

のかを便益評価の手法であるヘドニックアプローチにより計測する。ここでは、オフィス

集積、商業集積、人口集積が労働の効率性に影響を与えるものとしてモデルを導出し、地

価データと従業者数・人口・売場面積のメッシュデータ等を用いて地価モデルを推定した。

その結果、都市集積の進展は地価を押し上げることが確認された。 

 

４．推定モデルを用いて、都市内で中心地区の従業者数・売場面積・人口が各々10％ずつ郊

外に均等に移転した場合の都市全体の地価総額の変化についてシミュレーションを行っ

た。その結果、都市全体の地価総額は、福岡市で 1,009 億円、仙台市で 442 億円、松山市

で 229 億円、金沢市で 124 億円減少する。また、逆に、都市内で郊外から中心地区に従業

者が１人回帰した場合は 100 万円（松山）～240 万円（福岡）、人口が１人回帰した場合は

100 万円（金沢）～330 万円（仙台）都市全体の地価総額を押し上げるという結果を得た。

このように都市集積が都市の価値を高める要因としては、①企業間の取引の効率化による

生産性上昇、②都心居住による通勤混雑の緩和、③多様な商業集積による需要の掘り起こ

し、などが考えられる。 

 

５．都市の中心部で都市集積を生み出さない不稼働建物ストックが残っている原因の一つに、

都市や経済の発展に伴い、建物の用途と地域のニーズが適合しなくなったということがあ

る。その解決手段として、従来はスクラップ・アンド・ビルドにより建物を再生産してき
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たが、将来の人口減少や環境への負荷を考慮すれば、既存建物ストックの有効活用を図る

コンバージョンという手法が意義を持つ。本行の設備投資計画調査でも、既存設備を活用

する投資（プロセス活用投資）が最近目立ってきているが、建物コンバージョンも既存建

物ストックの有効活用を図ることで、人口減少や環境に対する社会的責任（ＣＳＲ）に対

応する取り組みとして位置づけられる。 

 

６．コンバージョンには、オフィスビルからＳＯＨＯ住宅やＳＯＨＯオフィスへの改修、ホ

テルや独身寮から老人ホームへの改修、歴史的建造物から商業施設や美術館・博物館への

改修、廃小学校からＳＯＨＯオフィスや医療施設への改修など様々なパターンがあり、そ

れぞれにおいて立地特性や建物特性が新しい用途の市場ニーズに適合している場合は成

功している例が多い。ただし、建築基準法等法規制は用途ごとに異なり、住宅などでは規

制が厳しくなる点やコンバージョンのパターンや仕様、ベースビルの構造にもよるが改修

コストが 20～35 万円／坪と決して低くはない点には留意が必要である。 

 

７．中心市街地の賑わい創出という観点から望ましいのは、地方都市でも都心居住の動きが

みられることからＳＯＨＯ住宅や高齢者施設など住居系用途へのコンバージョンであろ

う。ただし、住宅賃料とオフィス賃料の差額からＳＯＨＯ住宅へのコンバージョンの事業

性をみると、地方都市では工事費用を回収することは難しいと考えられる。しかしながら、

先に推計したように、従業者や人口の中心地区への回帰が都市全体の価値向上に資するこ

とを鑑みれば、その範囲内において自治体が支援することが正当化される。今後、コンバ

ージョンが全国的に普及するためには、①自治体は、自らの街における都市集積の価値を

評価し、それに見合った助成措置を設けること、②オーナーは、建物の透明性を確保し、

市場ニーズの変化を意識してビル運営に望むこと、③施工会社は、一層の品質の改善とコ

ストの低減に努めることが求められよう。 

［担当：寺崎
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芳
よ し

（e-mail：toteras@dbj.go.jp）］ 
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はじめに 
 

パリの中心部、セーヌ川河畔にオルレアン鉄道の終着駅として 1900 年に開業したオルセ

ー駅は、1939年に駅としての役割を終えた。その後、郵便施設や映画のセットなど様々な用

途に用いられ、一時は取り壊しの案も出たが、フランス政府によって保存活用策が検討され、

内部を改装し、1986年オルセー美術館として再生した。現在ではパリの観光名所としてすっ

かり定着している。ルーブル美術館も元々は宮殿だった。そうした名所だけでなく、何百年

も前の建物が街中に普通に溢れている。欧米では歴史的建造物は保存するのが基本である。

スクラップ・アンド・ビルドは例外であり、建物のニーズが変われば、ファサード（外壁）

は残し、内部の改修によって用途を変えていく。このように、建物の用途を変えることで新

たな利用価値を生み出すことをコンバージョン（用途変換）という。欧米においては、コン

バージョンは日常になっている。一方、日本においては、戦後、ビルを建設するにあたって、

街という面ではなく、細分化された所有地という点の収益最大化が尊重されたため、街の景

観が乱れ、保存に値しない無機的なビルが数多く建てられてしまったが、滋賀県長浜市にお

いて、江戸時代の豪商宅や明治の銀行の黒壁土蔵造りの建物などを地元の有志と長浜市が中

心となってガラス工芸品などのショップにコンバージョンし、歴史の趣があり情緒豊かなま

ちなかを再生して、観光客の増加に繋げた例もある。 

本稿の目的は２つある。第一に、都市は集積した方が良いのか、或いは分散した方が良い

のかという問題意識のもとに、都市集積の経済的価値を評価し、都市政策に対するインプリ

ケーションを導く。第二に、都市集積を取り戻し、地域再生を図る一手法として、建物コン

バージョンに着目し、建築年数は比較的新しいものの、地域のニーズと用途が合わなくなっ

た建物を新しい用途にコンバージョンする場合の可能性や課題について探る。 

そのために、第１章では、メッシュ統計を用いて地方都市の郊外化の現状を把握するとと

もにその背景について整理し、第２章では、一定の前提の下で地価モデルを推定し、都心回

帰のシミュレーションを行い、都市集積が都市全体の地価総額に与える影響を分析する。そ

して、第３章で、建物コンバージョンの今日的意義、事例、コスト、課題、普及のための条

件などについて考察する1。 

                                                        
1 本研究の一部は、東京大学空間情報科学研究センターの研究用空間データ利用を伴う共同研究（研究番号
78）による成果であり、次のデータを利用した。シンフォニカ提供：平成 2年・12年国勢調査地域メッシ
ュ統計、平成 3年・平成 13年事業所・企業統計調査地域メッシュ統計。 
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印象派の殿堂、オルセー美術館 
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第１章 中心市街地の現状 
 

１．中心市街地におけるオフィス空室率の現状 

地方の中心市街地に元気がないと言われる。確かに、図表１－１で主要都市の中心ゾーン

のオフィスビルの空室率の推移をみると、人口 100万人クラス以上の都市では、2003年ない

しは 2004 年をピークに空室率は低下している。水準的にも 13 都市中 10都市で 10％未満と

なっている。一方、人口 50万人クラスの都市では、全般的には改善傾向にあるが、松山市の

ように上昇している都市もあり、９都市中７都市で依然 10％以上となっている。このように、

大都市では都市再生が着実に進展する一方で、中規模以下の地方都市では、都市の中心部で

多くの空きテナントを抱えている状況にあり、大都市との比較では確かに元気がないと言え

よう。 

空室率に象徴される中心市街地での不稼働建物ストックは、都市の魅力、すなわち集積の

経済による便益を引き下げていると言える。集積の経済には、①規模の拡大による大数の法

図表１－１ 都市別中心ゾーンのオフィス空室率の推移 

（備考）１．   は空室率 10％以上 
     ２．2004 年までは生駒データサービスシステム「不動産白書 2005」全国 177 ゾーン空室率一覧比 
          較より作成。2005 年は生駒シービー・リチャードエリス「OFFICE MARKET REPORT」より作成 
     ３．中心ゾーンは、生駒データサービスシステムが定める全国 57 都市 177 ゾーンのうち各都市で 
            最も平均募集賃料が高いゾーンとした 
      ４．各年 12 月時点 

人口 100 万人クラス以上の都市 
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則の働き（雇用の安定、売上・在庫変動の縮小等）、②労働供給と生産における補完性（様々

なタイプの労働者・生産物の存在による必要な生産要素の効率的な調達）、③個人的な交流に

よる新しいアイデアの発生、④効率的な企業間取引、⑤消費の多様性など 5つの要素がある2。

このように都市集積には、対価を伴う取引を経ないで他の経済主体に利益をもたらす外部経

済効果があるが3、中心市街地で不稼働建物ストックが残っているということは、折角、建物

という受け皿があるにも係わらず、集積の経済の機会を逸していることを意味している。 

このように中心市街地のオフィスビルに需給ギャップが生じて空室率が高止まりしてい

る原因については、新規供給の増加や企業のリストラなど都市により異なるが、その一つに

都市の拡大、郊外化によってオフィスが郊外に移転したことにある。その点について次節で

確認してみる。 

 

２．メッシュ統計による郊外化の現状把握 

 都市の郊外化について、メッシュ統計を用いて金沢を事例としてみてみる。メッシュ統計

とは、国土を緯度・経度により方形の小地域区画に細分し、その区画に統計調査の結果を対

応させて編集したもので、国勢調査、事業所・企業統計調査、商業統計調査などの統計調査

ではメッシュデータが公表されている。図表１－２の金沢市内の従業者の分布は、１つのメ

ッシュの一辺が約１km となっているが、金沢市の場合、香林坊地区を中心にほぼ同心円上

に都市が広がっていることが分かる。次に、図表１－３で 1991年から 2001年までの従業者

数の増減をみると、中心地付近は従業者の減少を示す青のメッシュが多い一方、郊外で従業

者の増加を示す赤のメッシュが疎らに現れており、オフィスの郊外化が進んでいることが分

かる4。同様に図表１－４で人口（夜間人口）についてみると、やはり中心地付近では減少し

ている一方、郊外で増加しており、住宅についても郊外化が進んでいることが分かる。 

こうした傾向が他の地方都市についても当てはまるのか否か、メッシュ統計から郊外化の

状況についてみてみる。図表１－５から図表１－８は、メッシュ統計を用いて、100 万人都

市の代表として福岡と仙台、50万人都市の代表として松山と金沢について中心地からの距離

別の従業者数、売場面積、販売金額、人口の増減率を表したグラフである。従業者数につい

ては 1991年から 2001年、売場面積と販売金額については 1991年から 2002年、人口につい

ては 1990年から 2000年の増減率を示している。なお、中心地の定義は 2001年時点で最も従

業者数が多いメッシュとしている。 

 

 

 

 
                                                        
2 金本良嗣[1997] 
3 一方で集積の不経済による外部不経済効果として交通混雑、公共施設の混雑がある。どちらが大きいかは
第３章で評価する。 
4 石川県庁が 2003年に駅西の郊外地区に移転したことからさらに郊外化が進んだものと推察される。 
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図表１－２ 金沢市周辺の従業者数の分布 

図表１－３ 金沢市周辺の従業者数の増減 

図表１－４ 金沢市周辺の人口の増減 
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まず、図表１－５で従業者数の増減率についてみると、中心地では４都市とも減少してお

り、中心地から離れるほど（右側ほど）増加率が大きくなるという傾向があり、オフィスの

郊外化が進んでいることが分かる。ただし、福岡では中心地での減少幅は小さく、郊外化と

いっても極めてマイルドである一方、金沢では中心地から０km～１km 圏内では二桁減とな

っており、郊外化の進展が著しいことが分かる。次に、図表１－６で商業統計のメッシュデ

ータから作成した売場面積の増減率をみると、４都市とも中心地付近でも増加しているが、

福岡では中心地から３km のエリア、金沢では４km のエリア、仙台と松山では６km のエリ

アで最も増加率が高くなっており、郊外での出店がより多かったことが確認できる。他方、

図表１－７は同じく商業統計のメッシュデータから作成したグラフであるが、販売金額ベー

スでの増減率をみたものである。これによると、４都市とも中心地から０km～１km のエリ

アでは販売金額が減少している一方、仙台、松山、金沢の 3都市では郊外では概ね増加して

おり、消費の郊外化が進んだことが分かる。ただし、福岡については、中心地から０km～１

km のエリアの減少率は一桁台にとどまっており、必ずしも郊外化が進展しているとは言え

ない。図表１－８は、人口の増減率を示したグラフであるが、100万人都市と 50万人都市で

違いがみられる。福岡と仙台は中心地では人口は増加しており、とくに福岡では全エリアで

均等に増加している一方、松山と金沢は中心地付近では人口が減少し、郊外で増加しており、

人口の郊外化が進展していることが分かる。 

以上より、50 万人都市と 100 万人都市とを比較した場合、50 万人都市でより郊外化が進

展していることから、人口 50万人クラス以下の地方都市で都市のスプロール化（都心部から

郊外への無秩序・無計画な開発の拡散）と、その裏返しであるドーナツ化（中心市街地の空

洞化）が顕著であると推察される。 

 

３．都市の郊外化の背景 

このような都市の郊外化については、役所や病院、コンサートホールなどの都市機能が郊

外に移転したことなど都市ごとに個別の要因があるが、共通する背景には、モータリゼーシ

ョンと小売業の業態革新という２つの要因がある。モータリゼーションという言葉は既に

1960年代より使われているが、図表１－９に示した通り、乗用車の保有台数は、東京・大阪

圏では 2000年以降はほぼ横這いであるのに対し、その他の地域では一貫して増加している。

とくに 90年以降勢いを増していることが分かり、地方圏においては、モータリゼーションは

今なお進行している社会現象である。こうしたモータリゼーションに呼応するように、流通

業の郊外出店が増加した。図表１－10 は 3,000㎡以上の店舗の出店動向を集計したものだが、

この多くは郊外型の店舗である。とくに、大店法の緩和が始まった 1990年以降、出店数が増

加していることが確認できる。大店法の緩和・廃止以外にも、ＩＴ技術の活用によって在庫

管理技術や商品管理技術が飛躍的に向上したことで、資金調達力、情報リテラシーの面で個

人商店より優位にあるスーパーやホームセンターなどが競争力を高めた。こうした小売業の

業態革新がモータリゼーションと相俟って都市のスプロール化とドーナツ化を進展させたと
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言える。 

こうした郊外化の問題は、高齢者などの交通弱者への負の影響や環境負荷の増大など福祉

問題や環境問題として定性的な側面から問題提起はなされるが、定量的な分析は少ないこと

から、次章でこうした郊外化の影響について定量的な分析を試みる。 

 

図表１－９ 人口 1,000 人あたり乗用車保有台数の推移 

 

    （備考）１．軽乗用車を含む 
        ２．国土交通省「市区町村別自動車保有車両数」、（社）全国軽自動車協会 
          連合会「市区町村別軽自動車車両数」、（財）国土地理協会「住民基本 
          台帳人口要覧」より作成 

 

図表１－10 大規模商業施設の立地動向 

 

    （備考）１．2005 年度は 2006 年 2 月末現在 
        ２．大規模小売店舗立地法第５条１項に基づく店舗新設届出（経済産業省商

務情報政策局流通政策課）のうち 3,000 ㎡以上のみ集計。ただし、2000
年 5 月以前は大規模小売店舗法第３条第１項に基づく第一種大規模小売
店舗（建物内の店舗面積の合計が 3,000 ㎡[都の特別区及び政令指定都市
にあっては 6,000 ㎡]以上であるもの。ただし、平成 4 年 1 月 30 日以前
の届出については、店舗面積の合計が 1,500 ㎡［都の特別区及び政令指
定都市にあっては 3,000 ㎡］以上であるもの）の届出件数 
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第 2 章 都市集積の評価 
 

１．都市集積の評価モデル 

本章では、オフィス、商業施設、人口の郊外化によって都市の価値がどのように変化する

のかをヘドニックアプローチにより計測する。ヘドニックアプローチとは、環境条件の違い

がどのように地価の違いに反映されているかを観察し、それをもとに環境の価値を測定する

便益評価の手法である。本稿の特徴は、通常のヘドニックアプローチと異なり、地価モデル

の関数型が理論モデルに基づいている点である。 

オフィス集積についての先行研究としては、八田・唐渡［1999］、八田・唐渡［2001］、唐

渡・八田［2003］がある。八田・唐渡［1999］では、各地点の従業者密度に依存するオフィ

ス賃料関数を導いて、集積の利益に基づく各地点の時間的価値を計測した。例えば従業者密

度が約 60,000人／㎢の渋谷から 190,000人／㎢の大手町に移転することで、生産性の向上に

よって従業者は１日の労働時間を 40 分節約できるとの推計結果を得ている。八田・唐渡

［2001］では、オフィス賃料関数の推定結果からオフィスの生産関数を推計し、労働者の分

布が変化した場合に都市全体の生産性にどのような影響があるかを分析した。唐渡・八田

［2003］はさらに賃金率の変化も考慮にいれ、オフィス床面積の増大がもたらす便益の増大

の金銭的価値を示している。例えば丸の内３丁目付近 500m 四方のメッシュ区画のオフィス

床面積が２倍になり、同地区の労働者数が２倍になるとき、都市全体の付加価値は年間 555

億円増加すると推計している。 

ここでは、これらの先行研究を参考にして、①生産関数は労働効率を加味したコブ・ダグ

ラス型生産関数とする、②都市集積が労働効率に影響する、③生産物市場は競争的で企業は

費用最小化行動をとる、④地価はオフィス賃料と容積率の関数である、という４つの前提を

用いた。①から③は、先行研究に倣ったものであるが、本推定では、目的変数として賃料で

はなく、地価を用いているため、新たに④の仮定を設けた。また、②の前提について関数型

は八田・唐渡［1999］、八田・唐渡［2001］に倣ったが、本稿での分析では、オフィス集積だ

けでなく、人口集積や商業集積の影響についても計測することを目的にしているため、説明

変数に従業者数だけでなく、人口や売場面積を示す指標を加えた。これらの前提のもと、地

価モデルを導出し5、東京 23 区、福岡市、仙台市、松山市、金沢市の商業地域、近隣商業地

域、準住居地域の全 1,008 ポイントの公示地価を対象に推定したところ、次のような結果を

得た6。 

 

 

 

                                                        
5 導出課程は補論「地価モデル推定の概要」を参照。 
6 なお、説明変数の候補には入れたが、有意性が低く除外した指標としては、「北側ダミー」、「不整形地ダ
ミー」「最寄駅から中央駅（東京駅、博多駅、仙台駅、松山駅、金沢駅）までの時間距離」などがある。 
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)ln(715.010*91.710*06.910*37.210*87.492.6)ln( )(5)(5)(5)(4 fCPoMNP iiiii +++++= −−−− λλλλ

(20.13)   (10.01)             (2.14)             (6.67)              (3.07)            (12.4)    

2*130.01*143.0)ln(099.0)ln(134.0)ln(165.0 321 dammydammyZZZ iii ++−++  

    (8.84)           (6.13)          (-11.99)        (3.77)             (2.70) 

599.0=λ  

自由度修正済決定係数 0.826 

（）内は t値 

 

iP  i地区の公示地価（円/㎡） 

iN  i地区を含む１km メッシュ内従業者数（人） 

iM  i地区周辺 10km の従業者数（ポテンシャル従業者数）（人） 

iPo  i地区周辺 10km の人口（ポテンシャル人口）（人） 

iC  i地区を含む１km メッシュ内売場面積（㎡） 

f  容積率（％） 

iZ1  地積（㎡） 

iZ 2  前面道路幅員（ｍ） 

iZ3  最寄り駅までの距離（ｍ） 

1dammy  測道ダミー 

2dammy  背面道ダミー 

 

なお、 ,,,, iiii CPoMN については、関数の非線形性を考慮し、以下のような BOX－COX

変換を行っている。 
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また、ポテンシャル従業者数 iM とポテンシャル人口 iPo については、距離抵抗を考慮し

て、次のように、当該地点から近いほどウエイトが大きくなるように調整し、周辺 10km 以

内の従業者数と人口を集計している。 
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∑
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jN ： i地区から j km離れた全てのメッシュ内従業者数の合計値 

jPo ： i地区から j km離れた全てのメッシュ内人口の合計値 

φω, は距離抵抗を表すパラメータ 

 

この結果の主要なインプリケーションは、都市集積指標 ,,,, iiii CPoMN の係数は正であり、

オフィス集積、人口集積、商業集積の進展は、その地点の地価を高めるということである7。

それでは、同じ都市内において、あるエリアからあるエリアにオフィスや人口、商業施設が

移転した場合には、都市全体としてどのような影響があるのだろうか？この推定モデルを使

ってシミュレーションを試みる。 

 

２．中心地区回帰の経済効果 

前節で推定したモデルを用いて、都市内で中心地区の従業者数・売場面積・人口が各々10％

ずつ郊外に均等に移転した場合の都市全体の地価総額の変化についてシミュレーションを行

った。具体的には、2001年の事業所・企業統計調査で最も従業者数の多い３次メッシュを中

心とする３km×３km のエリアを都市の中心地区とし、それ以外のメッシュを郊外として、

中心地区の各メッシュの従業者数、人口、売場面積を 10％ずつ減少させ、減少分を郊外に均

等に割り振った8。そして、全メッシュについて、ポテンシャル従業者数、ポテンシャル人口

を再計算し、推定モデルの ,,,, iiii CPoMN に移転後の値を入れ、全メッシュについて地価の

変動を計算した。その集計結果を図表２－１に示したが、例えば福岡市であれば、オフィス、

人口、商業施設が流出する中心地区の地価総額は 2,187 億円減少するが、流入する郊外では

1,178億円増加し、ネットでは、1,009億円だけ地価総額が減少する。同じく、都市全体の地

価総額は、仙台市で 442億円、松山市で 229億円、金沢市で 124億円減少する。ヘドニック

アプローチでは、便益は全て地価に帰着することから、この立場に立てば、郊外化によって

都市全体の便益は低下すると言える。 

次に、逆に、都市内で郊外から中心地区に従業者が１人回帰した場合の都市全体の地価総

額の変化についてシミュレーションを行った。具体的には、最も従業者数の多い３次メッシ

ュの従業者を１人増やし、同数分を従業者が１人以上存在する郊外地区のメッシュについて

                                                        
7 そのほか、１n（容積率）の係数が 0.715、１n（最寄り駅までの距離）の係数が 0.099であることから、容
積率の弾性値は 0.715、最寄り駅までの距離の弾性値は 0.099であることが分かる。 
8 従業者、人口が０のメッシュは流入の対象外とした。 
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図表２－１ 中心地区の従業者数・人口・売場面積が各々10％ずつ郊外に移転した場合の都 

市全体の地価総額への影響 

 

（備考）中心地区の定義は 2001 年事業所・企業統計調査において最も従業者数の多い 3 次メッシュを中心
とする 3km×3km のエリア 

 

図表２－２ 従業者・人口・店舗が中心地区に回帰した場合の都市全体の地価総額押し上げ

効果 

 
 

均等に減少させた。例えば、福岡市エリアの場合、中心地区は天神地区であり、中心地区以

外の郊外地区で従業者が１人以上存在するメッシュは全部で 445メッシュあるが、天神地区

のメッシュの従業者数を１人増やし、郊外の 445 メッシュについて 1/445 人ずつ減少させ、

ポテンシャル従業者数を再計算し、推定モデルの ii MN , に移転後の値を入れて全メッシュに

ついて地価の変動を計算した。その結果、図表２－２に示したように、福岡市では 240万円、

仙台市では 190万円、松山市では 100万円、金沢市では 170万円だけ都市全体の地価総額を

押し上げるという結果を得た。同様に、人口が１人郊外から中心地区に回帰した場合には、

100万円（金沢）～330万円（仙台）都市全体の地価総額を押し上げ、売場面積が 10㎡郊外

から中心地区に回帰した場合には、120万円（仙台）～160万円（福岡）都市全体の地価総額

を押し上げるという結果を得た。 
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３．都市集積のメリット 

このように都市集積が都市の価値を高めるのは、オフィス集積、人口集積、商業集積につ

いて図表２－３に示したような効果があるためである。まず、オフィスが集積することによ

って、企業間取引が効率化したり、情報交換の頻度が増したり、労働力や部品など生産要素

調達の最適化を図ることで企業の生産性が上昇するという効果がある。人口集積については、

通勤混雑はＣＢＤ（業務中心地区）に入る直前が最も混雑するが、都心居住が進み職住近接

の街になれば通勤混雑が緩和するという効果がある。また人口が分散しているよりも集積し

ている方が小売業の売場効率が改善するという効果がある。さらに、郵便事務や介護サービ

ス、除雪など様々な行政サービスも人口が集積している方が効率的に提供できる。商業集積

については、商業施設が分散していると、必要なものしか買わなくなるが、多様な商業施設

が集積することで、ニッチな財の購入機会を増やしたり、外食などのサービス消費を喚起す

るなど需要を掘り起こす効果があると考えられる。 

 なお、現在、小売店の立地に関わる「まちづくり三法」（都市計画法・中心市街地活性化法、

大規模小売店立地法）が改正の方向で検討されており9、法案が成立すると、2007 年中にも

大型店の郊外立地が規制されることになる。前節のシミュレーション結果は、商業施設や住

宅、オフィスなどの都市機能を再び中心市街地に集約しようとする「コンパクトシティ」づ

くりの方向性を支持している。しかし、だからといって一律の出店規制が正しい政策なのか

はよく吟味する必要がある。郊外出店は図表２－３とは反対の外部不経済をもたらすが、そ

れを上回るだけの収益を上げる店舗もあるかもしれないし、一定規模以上の施設のみ規制す

ることによって中途半端な大きさの施設が郊外に乱立するなど市場に歪み（distortion）をも

たらす可能性もある。従って、一律の規制ではなく、規模に応じた郊外出店への負担金や、

それを原資とした中心市街地での町並み整備や次章で紹介するコンバージョン事業への補助

など、より柔軟な政策の組み合わせによって、各経済主体の創意工夫を活かしながら都市機

能の集積を誘導することが望ましい。 

 

図表２－３ 都市集積が都市の価値を高める要因 

①オフィス集積 → 企業間の取引、情報交換、生産要素調達の効率化による企業 

          の生産性上昇 

②人口集積   → 都心居住による通勤混雑の緩和、小売業の売場効率向上、行 

          政サービス提供の効率化 

③商業集積   → 多様な商業施設の集積による需要の掘り起こし 

 

                                                        
92006年３月現在、延床面積 10,000㎡を超す小売店などの大規模集客施設が出店できる地域を、原則として
近隣商業、商業、準工業の３地域に限定することが検討されている。 
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第３章 建物コンバージョンの可能性と普及のための課題 
 

１．コンバージョンの今日的意義 

前章でみたように、都市集積によって都市全体の便益が向上することから、都市の中心部

の不稼働建物ストックを再生することで都市全体の価値を高めることができる。都市の中心

部で都市集積を生み出さない不稼働建物ストックが残っている原因の一つに、都市や経済の

発展に伴い、建物の用途が地域のニーズに適合しなくなったということがある。例えば、か

つてはオフィス需要や店舗需要が旺盛であったが、交通手段の発達や情報化によって支店経

済が衰退したり、公共施設の移転などで都市機能が拡散したり、商業施設の郊外化が進んだ

結果、需要構造が変化し、オフィス需要や店舗需要が相対的に減少したエリアなどである。

その解決手段として、従来はスクラップ・アンド・ビルドにより建物を再生産してきたが、

図表３－１に示したように、建物の年齢が比較的新しく、地域のニーズと現行用途が合わな

い場合には、既存建物ストックの有効活用を図るコンバージョンという手法が有効になる。

欧米と異なり、日本は地震国であり、耐震基準も段階的に厳格化されていることから、建物

の年齢については、新耐震設計基準が施行された 1981年以降というのが一つの目安になる。

しかし、それ以前に建設された建物でも新耐震設計基準を満たす場合や、歴史的建造物など

建築自体に価値を持つ建物などは耐震補強を行い、有効活用することが街づくりの観点から

も望ましい。 

建物コンバージョンの今日的意義は、人口減少社会と環境負荷という２つの側面によって

高まってきている。図表３－２はオフィスストックの推移と人口の推移を示しているが、オ

フィスストックは過去 20年間で 2.1倍に増加した。これは、都市にオフィスを必要とする第

３次産業の経済に占めるウエイトが大きくなる経済のサービス化、またはソフト化と呼ばれ

る動きと、情報化によって情報機器を設置するスペースが必要になり、１人あたりのオフィ

ススペースが増加したことによる。しかしながら、2007年問題と言われるように、2000年代

後半より潜在労働力である 59歳以下の人口が本格的に減少していくこと、情報機器が多様化

するなか小型化も進んでおり、日本ビルヂング協会連合会の「ビル実態調査のまとめ（全国

版）」によると、1980年代以降増加していた１人あたりオフィススペースも 1995年以降は 24 

 

図表３－１ 不稼働建物ストックの主な再生手法とコンバージョンの対象となる領域 

 

*1建物の年齢が古くとも耐震性能が新耐震設計基準（1981 年実施）を満たす場合や歴史的建造物の場合はコ
ンバージョンの対象になりうる。 
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図表３－２ オフィスストックと将来人口の推移 

 

（備考） １．20-59 歳人口は 2004 年までは総務省「人口推計」、2005 年以降は国立社会保障・人口問題研究
所「日本の将来推計人口」による予測 

    ２．就業者数は総務省「労働力調査報告」 
    ３．オフィス床面積は総務省「固定資産の価格等の概要調書」。木造家屋の事務所・銀行ならびに 
      非木造家屋の事務所・店舗・百貨店および銀行の延床面積。ただし、97 年以降については、

木造家屋の店舗も含まれる 
 

図表３－３ テンルームス表参道における二酸化炭素削減効果 

 

（備考）１．テンルームス表参道の延床面積は 1,977 ㎡（地下１F 地上３F） 
    ２．出典はサンフロンティア不動産㈱資料 

 

㎡前後で横這いになっていること、などから将来的にオフィスビルは余剰になると考えられ

る。もちろんＡクラスビルと呼ばれる、ワンフロアの面積が広く、交通利便性の高い都心の

ハイスペックなビルは需要が増えるだろうが、競争力の乏しい中小ビルなどでは空室率が上

昇するであろう。そうしたなか、余った床を如何に地域のニーズにあった用途に変換してい

くのかといったことが重要になってくると推察される。また、図表３－３は、1972年に東京
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都渋谷区に建設された鹿児島県の職員施設を不動産再生事業を営むサンフロンティア不動産

㈱が買い取り、2004年にテンルームス表参道として店舗と賃貸住宅にコンバージョンした際

に、スクラップ・アンド・ビルドを行った場合とコンバージョンを行った場合とで二酸化炭

素の発生量を比較したシミュレーションである。この結果によると、建材の使用抑制等によ

りコンバージョンを行った場合の方が二酸化炭素の発生量を５割以上削減でき、コンバージ

ョンは環境負荷軽減に資する投資でもあることが分かる。 

因みに、日本政策投資銀行の設備投資アンケート調査においても、設備の新規増設ではな

く、既存設備を活用する投資（プロセス活用投資）が最近目立ってきており、今後（５年後

程度）そうした投資のウエイトが「上昇する」と回答した企業（19％）が「低下する」と回

答した企業（９％）を上回っている10。建物コンバージョンも既存建物ストックの有効活用

を図ることで、人口減少や環境に対する社会的責任（ＣＳＲ）に対応する取り組みとして位

置づけられよう。 

 

２．コンバージョンの事例 

コンバージョンには、オフィスビルからＳＯＨＯ住宅やＳＯＨＯオフィスへの改修、ホテ

ルや独身寮から老人ホームへの改修、歴史的建造物から商業施設や美術館・博物館への改修、

廃小学校からＳＯＨＯオフィスや医療施設への改修など様々なパターンがあるが、ここでは、

オフィスビルをＳＯＨＯ住宅にコンバージョンしたラティス青山（creator’s village「Lattice 

aoyama」）、ホテルを有料老人ホームにコンバージョンしたシティモンド金沢、百貨店を介護

対応型マンションにコンバージョンした悠楓園の３事例について紹介したい。 

 

①ラティス青山（creator’s village「Lattice aoyama」） （オフィスビル→ＳＯＨＯ住宅） 

 

所在 東京都港区南青山１－２－６ 

従前竣工 1965 年 

改修年 2004 年 

建物概要 地下２Ｆ地上８Ｆ 延床面積 4,047 ㎡ 

 

【経緯】 

 地下鉄青山一丁目駅から徒歩１分に位置する好立地の当物件は、以前は建設会社の本社ビ

ルとして１棟貸しをしていたが、その後、同社からの解約予告通知を受け、オーナーである

日本土地建物㈱は、後継テナント探索、建替、ＳＯＨＯ住宅へのコンバージョンの３つの活

用案を比較検討した。周辺環境としては、職・住・遊の多面性を併せ持つ交通至便な商住混

在地域であること、市場環境としては、東京都心部で大型オフィスが大量供給される 2003

                                                        
10日本政策投資銀行『調査』87号「2005･2006年度設備投資計画調査報告」 
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年問題、団塊の世代が大量退職する 2007年問題、外国人向け高級賃貸マンションの供給量拡

大、などが検討のポイントとなった。さらに周辺の開発動向や都市計画法、建築基準法、東

京都安全条例、消防法など法制度面の調査、耐震強度や建物劣化状況などの建物診断、近隣

事例調査や交通量調査などの市場調査を行ったうえで、３つの活用案の事業収支のシミュレ

ーションを実施した。その結果、10年間の累積キャッシュフローが最大となったのがコンバ

ージョンを行った場合であったことから、ＳＯＨＯ住宅へのコンバージョンによって 10年程

度の暫定利用で資金を回収し、市場環境、周辺環境の変化を見極めた上で施設計画を立てた

方がビル事業としてのリスク低減が図れると判断した。また、省エネルギー等の環境保護に

よる企業としての社会的責任（ＣＳＲ）を果たせるという点も考慮し、ＳＯＨＯ向け住宅に

コンバージョンすることを決定した。 

 

【施設の特徴】 

 近隣地区では広告やデザイン、ＩＴなどクリエイター職が多いことから、従来型の画一化

されたデザインでなく、築年数・オフィス空間の特性（高い階高、大きな窓）を活かしなが

ら入居者が自由に空間を造ることができるように部屋はシンプルな１ＬＤＫタイプを基本と

した（34㎡～64㎡、全 44戸）。また、１階には入居者と周辺住民・就業者のコミュニケーシ

ョンを誘発し、クリエイター層の情報発信機能を兼ね備えるためにカフェ＆ブックストアを

誘致した。また、地階には、デザインワークショップやフォトスタジオ、トランクルームを

設置した。 

 

【稼働状況と収支状況】 

 入居率は、ほぼ 100％の満室稼働となっており、入居者の属性は当初の見込み通り広告関

係やＩＴ、デザインなどのクリエイター職が７割を占め、利用形態も 86％がＳＯＨＯ用途と

なっている。また、青山はもともと住宅賃料相場が高水準であり、ＳＯＨＯとして賃貸すれ

ば既存の状態のままオフィスとして賃貸した場合の約 1.5 倍の賃料設定が可能だと見込み、

当初の家賃を 18,000 円/月坪に設定した。現在では、その後の市況好転もあり、20,000 円/月

坪で賃貸し、投資回収は６年を見込んでいる。 

 

【コンバージョン工事の概要】 

主な工事はパイプスペースの確保、水回り、間仕切り、バルコニー設置（外壁の外側に設

置）等である。また、旧耐震設計基準のビルであったために耐震補強を実施した。一定規模

以上の住宅に設置が義務づけられている二方向避難のための直通階段については、既に備わ

っていたため追加工事の必要はなかった。通常のマンションのスラブ厚は 200～220mmであ

るが、オフィスの場合はこれよりも薄く、当物件の場合は 150mmであったため、遮音性の

確保が最も難関であった。衝撃音には軽い物を落としたときの軽量衝撃音と重い物を落とし

たときの重量衝撃音の２種類があるが、後者についてはスラブ厚で決まってしまうため、如 
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何ともし難かったが、前者については特殊な防音シートを貼ることで軽減することができた。 

 

 このケースでは、オフィスからＳＯＨＯ住宅にコンバージョンしたことで従来の 1.5 倍の

賃料設定が可能になったという点に注目したい。オフィス賃料の方がマンション賃料よりも

高いというのが常識だったが、人口の都心回帰の動きがある東京都内では、マンション賃料

がオフィス賃料を上回るレントギャップが生じているエリアが出てきている。主に、交通の

便は良いがオフィス集積はそれほど進んではおらず、住環境にも恵まれているというエリア

が多いが、この事例は、そうしたエリアに立地し、老朽化によってオフィスとしての競争力

を失った建物はコンバージョンの対象として十分検討に値することを示している。 

 ただし、住宅へのコンバージョンには課題も多い。この事例にあるようにオフィスビルの

床の遮音性能は低いため、スラブ厚を厚くすることや本事例のように防音シートを貼ること

が必要になるが、それでもファミリー向けとするには不十分なビルが多く、やはり多少の騒

音は気にしないＳＯＨＯ向けとするのが無難である。また、水回りを整備しなければならな

いので、給排水のために床を上げる必要があるが、段差を最小限にするために、緩やかな傾

斜でも強制的に排水できるパイプなども開発されている。こうした技術面での課題は、顧客

のターゲットを絞ることで対応できるが、法規定への適合にも注意が必要である。日本の建

築基準法では、コンバージョンに限らず大規模改修工事を行う場合には、現行の建築基準法

に適合することが求められている。例えば、新耐震設計基準を満たしていないビルをコンバ

ージョンする場合には耐震補強を行い、新耐震設計基準に合致させる必要がある。 

また、住宅のみに適用される規制もある。例えば、建築基準法では、共同住宅に対しては

採光規定が定められており、原則として床面積の７分の１以上の開口部が必要になっている。

従って、床が正方形で１フロアの面積が大きい場合には住宅へのコンバージョンは困難であ

る。この他、換気や遮音構造などについても一定の基準が設けられている。東京都の場合、

共同住宅に転用する場合に最もネックになるのは、東京都建築安全条例 19条で定められた窓

先空地規制であると言われている。これは１つ以上の窓が道路か窓先空地（例えば床面積

1,000㎡以上の耐火建築物の場合は４m）に面しており、かつ窓先空地の場合には道路や広場

まで幅員２m以上の通路で連絡されていなければならない、という規定である。火を使う住

宅には一層の安全性が求められるためであるが、これにより隣接建築物との距離が狭い建物

は一定の制約を受けることになる。この他、住宅へのコンバージョンについては、図表３－

４のような法規定をチェックする必要がある。 

 法規定をクリアして古いオフィスビルを住宅にコンバージョンしたとしても、それだけで

資産価値が上がるわけではない。一般的な内装を施すだけでは、入居者から見て魅力が少な

く、一般的なマンションに比して競争力はないだろう。既存建物の持つ長所や持ち味を引き

出し、新築マンションとは異なる商品コンセプトを作り出す必要がある。ラティス青山の事

例では、配管剥き出しの直天井とすることで通常のマンションにはない３mの天井高を確保

し、内装の自由度を高めたことがクリエイター層のニーズを満たした。また、同じく、日本
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土地建物㈱が東京都港区の芝浦でオフィスビルを賃貸マンションにコンバージョンしたラテ

ィス芝浦という物件では、１階部分をガレージハウスという自家用車を引き込める住居とし、

２階以上の住居についても新たに大型エレベーターを設置し、幅広の共用廊下や大型の玄関

ドアを設けることでバイクを部屋に搬送できるよう工夫し、自動車やバイクを趣味に持つ層

をターゲットにしている。このコンバージョン住宅では、130 ㎡を超える広い部屋から埋ま

っていることから示唆されるように、広い空間、高い階高等オフィスビルならではの特性を

活かした商品企画ができるかどうかによって成否が決まると言えよう。 

 

図表３－４ 住居系用途へのコンバージョンに際してチェックを要する主な規定 

 

    （備考）各種資料より作成 
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図表３－５ 建築法規等に関する主なチェックポイント 

 

  （備考）出典：東京都住宅局「オフィスビル用途転用のいま」 
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②シティモンド金沢 （ホテル→有料老人ホーム） 

 

所在 石川県金沢市橋場町２－10 

従前竣工 1990 年 

改修年 2004 年 

建物概要 地下１Ｆ地上 14Ｆ 延床面積 14,061 ㎡ 

工事費 約８億 5000 万円 

 

【経緯】 

当施設の前身は、県内大手病院の浅ノ川病院グループが 1990 年に開業した金沢シティモ

ンドホテルで、兼六園など名所に近い立地ということもあり、まずまずの稼働率を維持して

きた。しかし、①2003年に石川県庁が駅を挟んで反対方面の駅西に移転したことや金融機関

の統廃合、支店の撤退等で中心地区の空洞化が進んだこと、②金沢駅周辺でビジネスホテル

の建設ラッシュが進んでいることから用途変更を検討した結果、高齢化により有料老人ホー

ムの需要が見込まれることから、2003年末にホテルの営業を停止し、有料老人ホームへのコ

ンバージョン工事を開始、2004年８月に介護付老人ホーム「シティモンド金沢」として再生

した。施設は引き続き浅ノ川病院グループが所有し、グループ企業のはなみずき㈱が施設を

賃借し、運営している。 

 

【施設の特徴】 

シティモンド金沢の特徴として、①ホテル時代の豪華なロビーやホール、庭、レストラン

を活かした老人ホームには見えないホテル並みの設備、②兼六園、金沢城、浅野川、東茶屋

街など金沢の街並みを見下ろせる展望、③徒歩圏内に兼六園、金沢城址公園、近江町市場な

どがある立地の良さがあげられる。設備面では、とくにレストランを改装した最上階にある

食堂が通常の老人ホームにはない贅沢な空間を演出している。また、周囲に高い建物がない

ため金沢市内を一望しながら食事を楽しむことができる。大ホールは地域住民にも有料で開

放しており、能や狂言、ピアノコンサートや民謡大会などを開催しており、入居者は無料で

観ることができる。こうした設備面での充実度にしては、一から有料老人ホームを建設する

よりも初期投資費用が抑制できたため、入居一時金を 150 万円～700 万円と比較的低く設定

することができた。 

 

【稼働状況と収支状況】 

2005年 10月時点での入居者は 121名で稼働率は 62％となっており、ほぼ計画通りの稼働

状況。入居者のうち県内居住者が 77％（うち金沢市居住者が 53％）、県外居住者が 23％とな

っているが、県外居住者も金沢出身者など何らかの形で金沢に縁のある人が多いという。当

初計画では３年目に黒字転換する計画であったが現在（２年目）の収支は賃料支払後でほぼ 
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外観（正面）             バリアフリー化されたトイレ 

 

収支相償となっている。介護保険が適用される 46室については、ほぼ満室で、市には介護保

険対象室数の増室を求めている。 

 

【コンバージョン工事の概要】 

改修費は約８億 5000 万円（約 20 万円／坪）で工期は９ヵ月だった。主な工事としては、

バリアフリー化（共用部及び個室）、トイレ改修、非常階段設置（すべり台式）、共同風呂（男

女別）・介護用風呂設置、ベッド搬送が可能な大型エレベーターの設置などがあげられる。部

屋割は基本的にはホテル時代と同じであるが、談話室や職員ステーション設置のため一部の

部屋を取り潰したことにより室数は 207室から 138室に削減した。個室内については、開き

戸から引き戸への改修、トイレの大型化、風呂・シャワーの撤去、介護用ベッドの設置など

を行った。 

 

この事例では、県庁の移転、支店の撤退等によって中心市街地の空洞化が進んだことや、

金沢駅前でのビジネスホテルの集中開業等により、ホテルとしての競争力が相対的に低下し
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たことを契機に、高齢者市場という成長市場に着目し、用途の転換を図ったものである。も

ちろん、ホテルの所有主体が病院で、有料老人ホームの運営ノウハウがあり、老人ホームと

病院の連携による相乗効果も期待できたという側面もあろうが、高齢者においても、やはり、

利便性の高い市の中心に住みたい、自分の家が見えるところ、育ったところに住みたいとい

うニーズを的確に掴んだことが奏功したと言える。また、ホテルと老人ホームは部屋割りや

水回り、食堂、集会場など必要な機能が似ていることから、設備面での改修コストを最小限

に抑制できたことも成功の要因になった。将来的に北陸新幹線が開通すれば、オフィスやホ

テルが駅周辺へ移動することによって空洞化問題はさらに深刻になる可能性もあり、施設が

老朽化し、設備面での優位性が失われる前に有料老人ホームに転換したからこそ、建物の収

益力を保つとともに、街中人口も維持できたと言えよう。 

なお、ホテルから有料老人ホームにコンバージョンした他の事例としては、悠楽里えどが

わ本館（東京都江戸川区）があるが、最近増えているのは企業の独身寮からのコンバージョ

ンである。㈱長谷工コーポレーションや㈱タカラレーベンが企業の独身寮を取得し、有料老

人ホームにコンバージョンし運営しているほか、最近では独身寮からコンバージョンした有

料老人ホームを取得する不動産ファンドも誕生している。野村プリンシパル・ファイナンス

㈱は、2004年３月に独身寮をコンバージョンした有料老人ホームを対象とするシルバー・フ

ァンドを設立した11。同ファンドで物件の取得とコンバージョンを行った㈱都市デザインシ

ステムは既に首都圏で 10 施設ほど有料老人ホームへのコンバージョンを事業化した実績を

有している。このほか、三井不動産㈱とオリックス㈱が設立したホスピタリティ・レジデン

スファンドでもコンバージョンした有料老人ホームを投資対象としている。こうした有料老

人ホームなどに投資するファンドが増えている背景には、高齢化の進展で高齢者施設が有望

な投資先として注目されていることに加え、オフィスだけでなく多様な不動産に投資するこ

とでリスク分散を図りたいと考える投資家の思惑がある。また、有料老人ホーム事業者には

中小規模の事業者が多く、単独で物件を取得してコンバージョンを行うには、事業リスクが

大きいため、リスク分散を可能にする不動産投資ファンドの市場拡大はコンバージョンの追

い風になるものと考えられる。 

 

                                                        
11 2005年２月に楽天証券が設立した楽天ケアハウスファンドに売却している。 
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③ 悠
ゆう

楓
ふう

園
えん

 （百貨店→介護対応型マンション） 

 

所在 栃木県佐野市高砂 2800-1 

従前竣工 1981 年 

改修年 1999 年 

建物概要 地下１Ｆ地上５Ｆ 延床面積 9,195 ㎡ 

工事費 約７億 5000 万円 

 

【経緯】 

 人口 12 万人の中規模都市である栃木県佐野市の中心市街地に立地していた十字屋佐野店

は、かつては地域の中核店舗として賑わっていたが、郊外型店舗の新設等によって中心市街

地の空洞化が進むなか売上が低迷し、経営再建の一環として 1996年８月に閉鎖され、建物は

売りに出された。この空き店舗を地元で病院や介護施設を運営し、かねてより年齢制限や同

居制限、収入制限がなく、障害を持った人が家族と一緒に安心して暮らせる施設を開設した

いと考えていた医療法人聖生会の理事長が、自らが設立した㈲えむ企画を通じて取得し、住

宅へのコンバージョン工事を行い、1999年９月に日本で初めての介護対応型マンションとし

て開業した。また、2002年には、１階の一部と屋上であった 5階部分を増築し、痴ほう専門

の介護老人保健施設「和の里」を併設した。 

 

【施設の特徴】 

 介護対応型マンションとは、日中はヘルパーと看護師が常駐し、健康相談などが受けられ

るほか、介護が必要になった場合にはオプションで介護保険適応のホームヘルプサービス（家

事援助・身体介護）が受けられるマンションである。食事も希望に応じて提供される。各室

はバリアフリーとなっており、１戸あたり３カ所に緊急通報装置が設置されている。一般の

有料老人ホームと異なるのは、健常者、障害者の同居が可能で、年齢制限もなく、子供のあ

る家族も入居可能である点にある。また、部屋には自炊が可能なようにキッチンが備え付け

られている点も当施設の特徴である。周辺環境は佐野駅から徒歩 3分と交通の便が良く、市

役所、図書館、銀行、スーパー、診療所が隣接しており、居住者自ら買い物や外食を楽しむ

ことができる。費用面でも遊休建物を利用しているため、入会金を無料にするなど12、一般

の有料老人ホームに比べて大幅に安くすることができた。家賃は最も室数の多い 31.9㎡のタ

イプが月額 67,000円で、入浴などの管理費用が同３万円となっている。食事サービスは朝食

が 400円、昼食・夕食が 600円と割安な料金設定となっている。 

 

 

                                                        
12 敷金１ヵ月・礼金３ヵ月・手数料１ヵ月は必要 
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南側外観（外壁を取り壊してバルコニーを設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室内 

 

【稼働状況と収支状況】 

 室数は 74室で現状の稼働率は７割程度となっている。佐野市だけでなく、東京など県外か

らの入居者も多い。この他、家族が急用で家を短期間留守にする際や有料老人ホームの入居

待ちの際のニーズに応えるため、１泊から宿泊できる短期宿泊サービスも行っている。投資

額を新設の場合の３分の２に抑えたことから採算ラインは超えており、15年程度で投資回収

を図れる見込みである。 
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【コンバージョン工事の概要】 

 第１期工事では、ベースビルとなったのは百貨店であることから、躯体のみにまで戻す全

面改装となった。ベランダと窓を設置するために、南側の１スパンと東西の壁を撤去し、さ

らに食品売場だった地下１階を駐車場にするためにスロープを設置した。配水管とバリアフ

リー化のため床を嵩上げしたが、階高が十分に高いことから余裕のある天井高を確保するこ

とができた。第２期工事では、介護老人保健施設を開業するため、１階と５階部分を増築し、

さらに外壁の外側に１階と５階の直通エレベーターを設置した。このように大がかりな工事

となったが、工事費は競争入札にすることなどによって第１期・第２期合計で約７億 5000

万円と約 25万円／坪に抑えることができた。 

 

 前の２事例は従前用途と従後用途で所有者が同じであったが、本物件は従前用途と従後用

途で所有者が異なる。かつては、不動産の所有者は固定化されていたが、90 年代後半以降、

企業の資産処分の進展や不良債権処理の過程で不動産の流動化が進んでいる。本件の場合、

上物の価値は殆どなかったものと推察されるが、建物を安く購入できるほど、コンバージョ

ンのための投資余力は増すので、このような企業の資産リストラの進展、不良債権の直接処

理の進展はコンバージョンの機会を増やす要因になっていると考えられる。一方、経営破綻

や店舗撤退によって空きビルとなった建物がコンバージョン等によって再生されない場合は、

適切な修繕工事が行われないため、やがて外壁が剥がれ、屋根が朽ち、窓が割れ、都市の景

観を損ない、中心市街地を一層荒廃させる。佐野市の事例では、先見の明があり、事業遂行

力のある病院経営者の決断によって空き店舗を有効活用し、都市の価値の向上も図れたが、

他の地方都市では、逆に都市環境を損なう用途にコンバージョンされたり、空きビルのまま

放置されているなど、必ずしも有効活用されていないケースもある。都市のランドマーク的

な建物が空き家になった場合には、どのような建物として残し（或いは取り壊し）、まちの魅

力を向上させるのかを自治体、周辺住民、地元商店、地元企業が一体となって取り組む必要

がある。 

 

３．コンバージョンのコストと留意点 

 ＳＯＨＯ住宅や高齢者施設へのコンバージョン以外にも、図表３－６に示したように商業

施設やＳＯＨＯオフィス、ホテルへのコンバージョンなど様々な事例が出てきている。おお

よそ、物理的に不可能なコンバージョンはないと言えるが、経済性が担保されるためには、

立地特性や建物特性が新しい用途の市場ニーズに適合している必要がある。例えば、シティ

モンド金沢の場合は、街中という立地特性とホテル向けに造られた豪華な建物特性が、年を

取っても街の中心部でちょっと贅沢な気分で過ごしたいという高齢者のニーズと適合したと

言える。一方、留意点としては、日本の場合、建築基準法等法規制は用途ごとに異なり、先

にみたように住宅などでは規制が厳しくなる点やコンバージョンのパターンや仕様、ベース

ビルの構造にもよるが改修コストが 20～35万円／坪と決して低くはない点（図表３－７）が
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あげられよう。 

 

図表３－６ 各種コンバージョンの事例と特徴 

 

○：一定のニーズあり、△：建物・立地に大きな制約、要支援：行政による支援が必要 
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図表３－７ コンバージョン費用の目安 

 

（備考）各種資料・ヒアリング等より作成 

 

４．ＳＯＨＯ住宅へのコンバージョンの事業性 

このようにコンバージョンには様々なタイプがあるが、地方都市における中心市街地の賑わ

い創出という観点から望ましいのは、ＳＯＨＯ住宅や高齢者施設など住居系用途へのコンバー

ジョンであろう。オフィスや商業施設の集積が望ましいのは言うまでもないが、モータリゼー

ションと流通業の業態革新、高齢化の進展などを踏まえれば、駅前や目抜き通り沿いなど立地

条件に恵まれていない限り、中長期的に安定した収益を上げるのは容易ではないと考えられる。

一方、住宅については、東京では地価の下落によって 1990 年代後半より人口の都心回帰の動

きが顕著になったが、地方都市でもその兆しは見られる。図表１－８では、1990年と 2000年

の国勢調査ベースの人口を比較したものであるが、図表３－８で住民基本台帳ベースの松山市

と金沢市の 2001年以降の中心地区の人口の動きを見てみると、松山市では 2003年を底に反転

し、金沢市でも 2004年に下げ止まっており、人口 50万人クラスの地方都市でも都心居住の動

きが始まったと言える。最近、地方都市でも駅前や中心地区に高層マンションが建てられるの

を目にするが（図表３－９参照）、これまで地価が高く、マンションとしては採算が取れなか

った土地が、バブル崩壊後 15 年に及ぶ地価下落によって中心市街地でも採算が確保される見

通しが立つようになり、ディベロッパーがマンションとして開発するようになった。 

住宅賃料とオフィス賃料の差額からＳＯＨＯ住宅へのコンバージョンの事業性をみるため 
 

図表３－８ 松山市・金沢市中心地区の人口推移 

 

(備考)１．金沢市中心地区は第１～４統計区、松山市中心地区は番町・東雲・八坂・雄郡・新玉地区 
   ２．金沢市町丁別人口、松山市町丁別推計人口から作成 
   ３．各年１月１日時点 
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図表３－９ 福岡市・仙台市・松山市・金沢市中心地区で最近発売された主な大型マンション 

 

（備考）不動産経済研究所「全国マンション市場動向」より作成 

 

に、図表３－10 にマンション賃料とオフィス賃料の比較を示したが、東京では、第２節で述

べたようにマンション賃料がオフィス賃料を上回るエリアがみられるが、地方都市では逆転

しているエリアは殆どない。オフィスの賃貸市場ではフリーレント期間の設定や値引きなど

の慣行があり、マンション賃料とは一概に比較できないが、東京と地方都市を比べると、地

方都市でコンバージョン費用を回収することはより難しくなるのは間違いない。 

投資回収に必要な条件の目安として、図表３－11 において地方都市を念頭にＳＯＨＯ住宅

へのコンバージョン投資の収支シミュレーションを試みた。工事単価を 30万円／坪、投資回

収年数を 15年、借入金利を４％とすると、賃料アップにより投資を回収するために必要な賃

料上昇額は 2,667円／坪になる。これは、月坪 20,000円のエリアであれば 13％の賃料アップ

に相当するが、月坪 6,000円のエリアになると 44％の賃料アップに相当するので、ベースと

なる賃料が低い地方都市では事業リスクは大きくなる。また、コンバージョンを行うのはテ

ナント撤退時や空きビルの買収時が多く、賃料アップではなく空室率対策を目的にしている

ことから、賃料を据え置いて入居率アップにより投資を回収するシミュレーションを行うと、

現行賃料が月坪 6,000 円のエリアであれば、44％ポイント入居率が上昇する必要があるが、

月坪 20,000円のエリアでは、13％ポイント（＝40,000円／（15坪×20,000円））の上昇で投

資回収できるので、やはりベースとなる賃料が低い地方都市では、ハードルが高くなる。し

かし、図表２－２で推計したように、従業者や人口の中心地区への回帰が都市全体の価値向 
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図表３－10 マンション賃料・オフィス賃料比較 

 

（備考）１．対象：東京都心部は、駅徒歩 ４～9 分、面積 オフィス：50～80 ㎡、マンション 60～70 ㎡、エリア 千
代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区、文京区、台東区。福岡市中心部は、駅徒歩 4～9 分、面積 50
～110 ㎡、エリア 福岡市博多区、中央区。仙台市中心部は、駅徒歩 4～9 分、面積 50～110 ㎡、エリ
ア 仙台市青葉区、宮城野区、若林区。金沢市中心部は、面積 50～110 ㎡、エリア 金沢市 

２．サンプル数：東京都心部は、オフィス 980 室、マンション 963 室。福岡市中心部は、オフィス 84 室、マ
ンション 112 室。仙台市中心部は、オフィス 62 室、マンション 59 室。金沢市中心部は、オフィス 27 室、
マンション 148 室 

３．東京都心部は、三幸エステート物件サーチ（2005 年 8 月）、リクルート ISIZE 住宅情報（2005 年 8 月）よ
り作成。福岡市中心部・仙台市中心部は、三幸エステート物件サーチ（2005 年 12 月）、リクルート ISIZE
住宅情報（2005 年 12 月）より作成。金沢市中心部は、三幸エステート物件サーチ（2005 年 12 月）、Yahoo
不動産（2005 年 12 月）より作成 

 

図表３－11 ＳＯＨＯ住宅へのコンバージョン投資のシミュレーション 

 

 

上に資することを鑑みれば、その範囲内において自治体が支援することが正当化される。図

表３－11 では、１戸あたり 200万円の補助があるケースの投資回収の条件を併せて例示した

が、同様の前提の下で、補助がない場合に比して、投資回収に必要な賃料上昇額は、2,667

円／坪から 1,481 円／坪に低下し、賃料が据え置かれた場合に投資回収に必要な入居率上昇

率は 44％ポイントから 25％ポイントに低下するので、定額補助により事業リスクは相当程度
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軽減される。もちろん、補助の種類としては、オーナーへの定額補助のほかに、税額控除や

テナントへの家賃補助なども考えられる。 

 

５．都市規模とコンバージョンのタイプ 

 中心市街地の空洞化は、第１章でみたように主としてモータリゼーションと小売業の業態

革新が背景にあるが、空洞化の経緯や状況については、個別性が強く、空洞化対策について

検討するためには、個々の街について詳細なマーケティングが必要になる。ここでは、その

ことを踏まえたうえで、都市規模と有望なコンバージョンのタイプについておおまかにまと

めてみる。前節でみたように、中心市街地の賑わい再生のためには、住居系用途へのコンバ

ージョンが望ましいが、東京など大都市でレントギャップ（オフィスより住宅の賃貸料のほ

うが高くなる逆転現象）のあるエリアでは、ＳＯＨＯ住宅へのコンバージョンなどは民間事

業として自然に増加していくと考えられる。一方、地方都市でのＳＯＨＯ住宅への事業化は、

補助がなければ容易ではないものとみられる。ただし、有料老人ホームなど高齢者施設であ

れば、第２節での事例のように、サービスの質が高く、運営コストを抑制できれば、地方都

市でも採算が取れる可能性がある。このように、事業性を考慮した場合、コンバージョンの

範囲は都市規模の制約を受ける。 

図表３－12 は、これまでの成功事例やシミュレーションを参考にして、都市規模別の有望

なコンバージョンのタイプを示したものである、人口 30万人未満の小都市では、高齢者施設

や行政支援センターなどをまず検討すべきであろう。高齢者の交通制約、介護サービス提供

の効率性を考慮すれば、中心市街地に高齢者が住まいを持つことは、市場性があるだけでな

く、効率性や社会福祉の面でも意義が認められる。また、市役所が郊外に移転した都市では

窓口サービスや託児所サービスなどを行う行政支援センターなどが考えられる。一方、大都

市では、高齢者施設のほかに、ベースビルの従前用途が賃貸ビルであればＳＯＨＯ住宅やＳ

ＯＨＯオフィス、病院に、独身寮であれば短期賃貸マンションや高齢者施設に、ホテルであ

ればサービスアパートメントや病院にコンバージョンできる可能性がある。短期賃貸マンション 

 

図表３－12 都市規模別の有望なコンバージョンのタイプ 

 

（備考）日本政策投資銀行作成 
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は、大都市から地方に市場が拡大しており、交通利便性が高ければ中都市でも十分に可能性

があると考えられる。 

 

６．海外のコンバージョン事情 

 本稿の冒頭で、欧米ではコンバージョンは日常になっている、と述べたが、本節では、ロ

サンゼルス、ニューヨーク、ロンドンの３都市でコンバージョンが進んだ背景、普及状況、

助成措置等について整理することで、日本に対するインプリケーションを導きたい。 

 

① ロサンゼルス 

ロサンゼルスでは、1990年代にダウンタウンのビルの空室率が上昇するなど中心市街地の

空洞化が進展したことから、治安の悪化が懸念される状況になった。このため、歴史的な価

値はあるが、老朽化が進み、収益性が低下したビルを共同住宅や職住複合ビル、ホテルにコ

ンバージョンすることで、歴史的建造物の保存と都市中心部の再活性化を図ることが検討さ

れ、ロサンゼルス市は 1999年４月に住宅へのコンバージョンを推進するための条例 Adaptive 

Reuse Ordinanceを施行した。なお、ロサンゼルス市は、コンバージョンによってダウンタウ

ンに住宅を供給し、職住近接の 24時間都市とすることで、市内の交通量を削減することにつ

いても目的の一つとしている。 

 
 



― 38 ― 

この条例により、老朽化したビル、収益性の低いビルを対象に、コンバージョンを行った

際に、中二階（メザニン）の容積率算入免除、用途地域や高さ制限の適用除外、駐車スペー

スの一部免除、商業街区開発協力の免除、都市再生計画事前協議の免除、荷さばきスペース

設定の免除などの様々な建築規制緩和のインセンティブを設けた。 

この条例施行を契機に、最初はアーティストなどのクリエイターがＳＯＨＯ向け住宅に居

住し、活動するようになり、居住人口が回復してきた。第２節でみたラティス青山のケース

でも入居者の７割がクリエイター層であったが、ロサンゼルスにおいても最初からファミリ

ー層が入居したわけではなかった。しかし、居住人口が増えていくと商業施設なども立地す

るようになり、居住環境が改善し、一般のビジネスマンなども居住するようになり、職住近

接の街づくりが進んだ。2005年８月までにロサンゼルス市内で 3,164戸のコンバージョンが

完了し、2,498戸が工事中、1,209戸が計画中となっている。 

 

②ニューヨーク 

 多くの映画のロケに使用されプラザ合意の舞台になったニューヨークを代表する高級ホテ

ル、プラザホテルが高級コンドミニアムと商業施設にコンバージョンするために 2005年４月

に閉鎖された。現在、それほどニューヨークの住宅不足は深刻化しており、空間的制約のあ

るマンハッタン地区では、コンバージョンは住宅供給の重要なツールになっている。その契

機となったのが、1995年に制定されたロワーマンハッタン経済再活性化計画であった。 

1980年代よりウォール街を中心とするロワーマンハッタン地区から金融機関がミッドタ

ウンや対岸のニュージャージー州に移転したことから空室率が20％近くまで上昇し、治安の

悪化や財政収入の減少が社会問題になってきた。こうした状況のもと、ジュリアーニ市長（当

時）は1995年にロワーマンハッタン経済再活性化計画（THE LOWER MANHATTAN ECONOMIC 

REVITALIZATION PLAN）を制定し、複合ビルを含む住宅用途へのコンバージョンについて、

投資による評価額増加分について固定資産税を最長で14年間減免するなどのインセンティブ

を付与した。その結果、不動産流通大手のColliers ABR社の資料によると、1995年から2001

年の間にロワーマンハッタン地区の６％のオフィスビルが住宅にコンバージョンされ、約

5,600戸の住宅が供給された。1970年代後半から固定資産税の減免制度ができる1994年までは、

コンバージョンによって住宅に転用されたのは約900戸であったので、税制上のインセンティ

ブがコンバージョン推進のポイントになったと考えられる。 

 

③ロンドン 

 イギリスでは他のヨーロッパ諸国と同様、建物は使い続ける伝統があり、コンバージョン

は古くから行われていた。倉庫から住宅、或いは、住宅からオフィス、そしてまた住宅へと

地域のニーズに合わせて建物の用途を民間主体で変えてきた。そもそも、歴史的建造物に指

定された場合には解体できないという事情もある。このような伝統や規制のもと、古くから

コンバージョンは行われていたが、それでも市内の住宅は不足していたことから、1994年に
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コンバージョン工事について付加価値税（17.5％）を減免する支援措置を講じたことでコン

バージョンに拍車がかかった。今でこそ、イギリスはサービス業を中心とした景気拡大局面

にあり、ロンドンではオフィス需給は逼迫し、不動産価格は高騰を続けているが、90年代初

頭は不況により市内の空室率は 20％にも達していたので、こうした行政による支援措置はオ

フィスから住宅へのコンバージョンを促した。建物のコンバージョンによる都市空間有効活

用技術研究会［2004］によれば、90年代後半だけでコンバージョンによって 5,000戸以上の

住宅が供給された。ロンドンの特徴としては、税制面の優遇措置が設けられる一方、コンバ

ージョンを行う際には一定の比率（地区によって異なる）でアフォーダブル住宅と呼ばれる

低所得者向けの住宅を設置する必要がある点があげられ、コンバージョンが住宅政策・福祉

政策と密接に関連していると言える。 

 

７．コンバージョン普及のための条件 

本稿では、第１章において、モータリゼーションや小売業の業態革新によって地方都市で

はオフィス、商業施設、人口の郊外化が進んでいることを確認し、第２章において、地価モ

デルを用いたシミュレーションによってオフィス、商業施設、人口の都心回帰は都市の価値

を引き上げることを示した。そして、本章において、建物コンバージョンは、都市の中心地

区での不稼働建物ストックを有効活用し、都市集積を取り戻すツールになるが、地方都市で

は単独では事業リスクが大きいことを示した。今後、コンバージョンが全国的に普及するた

めには、以下の３点が必要になろう。 

第一に、自治体は、都市集積には都市の価値を引き上げる効果があることから、自らの街

における都市集積の価値を評価し、それに見合った助成措置を設けることが有効である。前

節でみたように欧米では税制面の優遇措置がインセンティブとなり、住居系用途へのコンバ

ージョンが推進された。日本の場合は欧米に比して付加価値税や固定資産税が低いことから

税制上の優遇は大きなインセンティブとはならず、補助金の方がより効果的であると考えら

れる。 

第二に、コンバージョンには、図面や工事履歴、検査済証など建物の基本情報が必要であ

ることから、オーナーは、建物の透明性を確保するとともに、常に市場ニーズの変化を意識

し、必要であれば家守13やプロパティマネジャーを活用するなどし、柔軟なビル運営を行う

ことが求められよう。日本では、不動産投資ファンドや大手ディベロッパーはコンバージョ

ンを不動産の再生、価値向上のためのツールとして認識しているが、中小ビルのオーナーの

多くは状況認識がそこまでは進んでいないのが現状である。補助制度が整備されるだけでは

                                                        
13 家守とは、江戸期の町人地において、地主に代わって土地と建物を管理し、店子を誘致するほか、職業
斡旋なども行う人物を言うが、そうした家守の役割を、複数の専門家からなる組織体により現代版「家守」
として再生し、空室ビルの改修や連携による共同利用、テナント集めやビジネスサポート、施設の維持管理、
インキュベーション、共有スペースの運営などを行う動きがある（図表３－６の「ちよだプラットフォーム
スクェア」など）。日本政策投資銀行では、家守事業のアドバイス、資金調達の企画などを行うＳＯＨＯコ
ンバージョン支援センターを地域企画部内に開設している。 
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不十分で、建物診断から事業性調査までコンバージョンのノウハウについても提供すること

が必要である。 

第三に、コンバージョンは新築に比すれば工事費が４割程度と安く、工事期間も３割程度

と短いが、それでもベース賃料の低い地方都市においては、投資費用を回収するにはリスク

が大きい。従って、コンバージョンが地方都市でも普及するためには、施工会社は、床の遮

音性向上や排水スペースの低層化からデザインに至るまで一層の品質の改善とコストの低減

に努めることが必要になる。 

 

図表３－13 コンバージョン普及のための条件 

 

（備考）日本政策投資銀行作成 
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補論 地価モデル推定の概要 
 

①モデル設定 

 

企業は労働時間と労働効率の積である実行労働力とオフィススペースから生産物を産出

する． 

 

),( vLSFY =   （１） 

 

Y  生産物 

S  オフィススペース 

L  労働時間 

)(・v  労働効率 

 

周辺の従業者数、人口、売場面積が労働効率に影響を与えるものとする． 

 

),,,( iiii CPoMNvv =   （２） 

 

iN  i地区を含む１kmメッシュ内従業者数（実数） 

iM  i地区周辺 10kmの従業者数（ポテンシャル従業者数） 

iPo  i地区周辺 10kmの人口（ポテンシャル人口） 

iC  i地区を含む１kmメッシュ内売場面積（実数） 

 

なお、ポテンシャル従業者数とポテンシャル人口の定義は以下の通り． 

 

∑
=

=
10

1j

j
i

j

N
M ω    （３） 

∑
=

=
10

1j

j
i

j

Po
Po φ    （４） 

 

jN  i地区から j km離れた全てのメッシュ内従業者数の合計値 

jPo  i地区から j km離れた全てのメッシュ内人口の合計値 
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φω, は距離抵抗を表すパラメータ14 

 

生産物Y の単位費用は )),,,(,,( iiiii CPoMNvWRc   （５） 

 

iR  i地区のオフィス賃料 

W  賃金率 

 

関数 )),,,(,,( iiiii CPoMNvWRc は、以下の費用最小化問題の値関数となる． 

WLSRc i
LS

+=min
,

               （６） 

1)),,,(,(.. =LCPoMNvSFts iiii  

 

生産物市場が競争的であるとき、 1)),,,(,,( =iiiii CPoMNvWRc を満たす． 

これを iR について解くと、 ),,,,( iiiiii CPoMNWRR = となる． 

地価 iP は、容積率を f 、割引率を ρ 、建物償却費δ を f と iR の関数 1)1( 1 <− − kRff i
k と

すると、 

ρρρ
δ i

k
i

k
ii

i

RfRfffRfR
P =

−−
=

−
=

− )1( 1

（ 1<k ）  （７） 

と表せる．（７）式は地価は容積率の増加関数であるが、増加幅は逓減していくことを意味し

ている． 

 

②モデルの特定化 

 

生産関数はコブ・ダグラス型 

 ( ) αα −= 1),,,( LCPoMNvSY iiii  （８） 

労働効率は、八田・唐渡［1999］の労働効率関数に iii CPoM ,, を追加し、以下のような関数

型とする． 

)
1

)(
exp()( 43210

α
βββββα

−
++++

= iiii CPoMN
v・ （９） 

とする．なお iiii CPoMN ,,, については、関数の非線形性を考慮し、以下のような BOX－

COX変換を行う． 

                                                        
14 推定の際には、0.5、1.0、1.5、2.0のうち最も決定係数が高くなるものを選択した． 
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この前提のもとで（６）式の費用最小化問題を解くと次のような賃料関数が得られる． 

)exp(
1 )(

4
)(

3
)(

2
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10

1

λλλλα
α

βββββαα iiiii CPoMN
W
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  （10） 

（４）式より以下のような地価関数が得られる． 

)exp(
1 )(

4
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3
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2
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1
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  （11） 

となる。ここでは、地積や前面道路幅員、駅までの距離などの地面属性 Z も地価 iPに影響を

与えることを考慮し、次の以下のような地価関数を想定する． 

)12()exp(
1 7

3
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実際には、この式の対数を取って次の式を推定する． 

）（13)ln()ln()ln()ln()ln( 372615
)(

4
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3
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2
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③推定結果 

 

推定データ：東京 23区・福岡市・仙台市・松山市・金沢市の 1008ポイントの公示地価（商

業地域、近隣商業地域、準住居地域） 

 

)ln(715.010*91.710*06.910*37.210*87.492.6)ln( )(5)(5)(5)(4 fCPoMNP iiiii +++++= −−−− λλλλ

(20.13)   (10.01)             (2.14)             (6.67)              (3.07)            (12.4)    

2*130.01*143.0)ln(099.0)ln(134.0)ln(165.0 321 dammydammyZZZ iii ++−++    （14） 

    (8.84)           (6.13)          (-11.99)        (3.77)             (2.70) 

599.0=λ  

自由度修正済決定係数 0.826 

（）内は t値 
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iP  i地区の公示地価（円/㎡） 

iN  i地区を含む１km メッシュ内従業者数（人） 

iM  i地区周辺 10km の従業者数（ポテンシャル従業者数）（人） 

iPo  i地区周辺 10km の人口（ポテンシャル人口）（人） 

iC  i地区を含む１km メッシュ内売場面積（㎡） 

f  容積率（％） 

iZ1  地積（㎡） 

iZ 2  前面道路幅員（ｍ） 

iZ3  最寄り駅までの距離（ｍ） 

1dammy  測道ダミー 

2dammy  背面道ダミー 
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松村秀一ほか［2003］「コンバージョン」『ＢＥ建築設備』2003年 11月号 （社）建築設備綜

合協会 

松村秀一ほか［2004］「建築の再生 －コンバージョン」『Ｒｅ』No.144 （財）建築保全セン

ター 

松村秀一ほか［2002］「都市再生で注目されるコンバージョンとは －オフィスから住宅への

転用の可能性を探る」『不動産鑑定』2002年７月号 住宅新報社 

丸山英気ほか［2004］「サスティナブル・コンバージョン －不動産法・制度等からみた課題

と 20の提言」プログレス 

NEWMAN/KENWORTHY［1989］「CITIES AND AUTOMOBILE DEPENDENCE」 
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参考ホームページ 

 

大成建設㈱  

http://www.taisei.co.jp/special/008/html/01.html 

東京都都市整備局  

http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/juutaku_seisaku/870office.htm 

ロサンゼルス市役所建築安全局 

http://www.ladbs.org/rpt_code_pub/adaptive_reuse_projects.htm 

ロサンゼルス市役所 Navigate LA 

http://navigatela.lacity.org/downtownla/index01.cfm 

Colliers ABR 

http://www.colliers.com/Content/Repositories/Base/Markets/NewYork/English/Market_Report/PD

Fs/ResidentialBoom.pdf#search='LOWER%20MANHATTAN%20residential%20conversion' 
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